
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決を破棄する。

　　　　　本件を広島高等裁判所岡山支部に差し戻す。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人黒田充洽の上告理由一について

　所論の点に関する原審の認定判断は、原判決挙示の証拠関係に照らし、正当とし

て是認することができ、その過程に所論の違法はない。論旨は、採用することがで

きない。

　同二について

　原審は、(１)　第一審判決目録一、二記載の不動産は、もと訴外Ｄの所有であつ

たところ、昭和一七年二月八日同人の死亡に伴い旧民法（昭和二二年法律第二二二

号による改正前の民法）下の遺産相続によつて同人の養子訴外Ｅの子である上告人

（代襲相続人）及び養子訴外Ｆが各五分の二、非嫡出子訴外Ｇが五分の一の割合で

右各不動産を共同相続したこと、(２)　昭和四三年五月一八日、右目録一の不動産

について昭和一七年二月八日遺産相続を原因として訴外Ｆ、同Ｇのため所有権移転

登記がされ、また、右目録二の不動産について右両名のため所有権保存登記がされ

たこと、(３)　昭和四三年五月二四日右各不動産について右両名から訴外Ｆの長男

である被上告人に対し昭和四二年一一月二九日贈与を原因とする各持分全部の移転

登記がされたこと、を確定したうえ、共同相続人が相続財産について自己の相続持

分以上に相続権を主張する場合は自己の相続持分をこえた部分については表見相続

人であるから、共同相続人の一人によつて相続持分権を侵害された他の共同相続人

が右侵害者たる相続人及びその特定承継人に対してする侵害排除の請求は、その名

目のいかんを問わず、相続回復請求権の行使にあたり、旧民法九九三条、九六六条

の適用があり、右表見相続人及びその特定承継人はいずれも相続回復請求権の消滅
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時効を援用することができるものであると解し、上告人の被上告人に対する右各不

動産についての本件持分権移転登記手続請求権は被上告人の援用にかかる訴外Ｄの

遺産相続開始後二〇年の経過による時効によつて消滅したと判断し、上告人の請求

を棄却した。

　ところで、旧民法下の遺産相続における共同相続人のうちの一人が相続財産のう

ち自己の本来の相続持分をこえる部分について他の共同相続人の相続権を否定し、

その部分もまた自己の相続持分であると称してこれを占有管理し、他の共同相続人

の相続権を侵害している場合については、相続回復請求権の規定の適用をとくに否

定すべき理由はないが、右共同相続人の一人において、自己の本来の持分をこえる

部分が他の共同相続人の持分に属することを知りながら、又はその部分についても

その者に相続による持分があると信ぜられるべき合理的事由があるわけではないに

もかかわらず、その部分もまた自己の持分に属するものであると称してこれを占有

管理している場合には、右規定の適用がなく、侵害者たる共同相続人は同規定によ

る時効を援用して自己に対する右侵害の排除の請求を拒むことができないものと解

すべきである（最高裁昭和四八年（オ）第八五四号同五三年一二月二〇日大法廷判

決・民集三二巻九号一六七四頁参照）。そうすると、共同相続人相互間における相

続権侵害については常に相続回復請求権の規定の適用があるとした原審の判断は、

法令の解釈適用を誤つた違法に陥つたものであり、原審の確定した事実だけでは、

訴外Ｆ、同Ｇの経由した登記が上告人に対する右規定を適用すべき相続権侵害とな

るかどうかを決することができないから、右違法は判決に影響を及ぼすことが明ら

かである。論旨は理由があり、その余の点につき判断するまでもなく原判決は破棄

を免れない。そして本件は、次のとおり右規定を適用すべき相続権侵害の有無の点

等について更に審理を尽くす必要がある。

　すなわち、記録によれば、被上告人は、昭和二一年一一月二七日、上告人は訴外
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Ｆを家督相続人に指定して隠居したのであるから、上告人の遺産相続による権利は

右隠居により右訴外人に帰属した旨、主張したところ、上告人は、同年三月二七日

か同年一二月一五日、上告人は訴外Ｈを出産しており、右隠居時に訴外Ｈが少なく

とも胎児としていたのであるから、右家督相続の指定は当然無効であるというので

あるが、被上告人は、更に、Ｈは生後まもなく死亡したと主張していることが、明

らかである。かりに被上告人主張のとおり家督相続指定がされ、かつ、訴外Ｈの存

在により右指定が無効であるとしても、訴外Ｈが生後まもなく死亡したものである

とすれば、特別の事情でもない限り、訴外Ｆにおいてその無効であることを知り得

ず、かつ、右訴外人がその無効を知り得なかつたことが客観的にも無理からぬもの

とされるであろうから、右訴外人は自己が上告人の遺産相続による持分権を取得し

たものと信じていたものであり、かつ、右訴外人に持分権が帰属したものと信ぜら

れるべき合理的事由が備わつている、といえることが考えられる。その場合には相

続回復請求権の規定が適用され、特別の事情があつて右の場合にあたらなければ右

規定が適用されないから、本件が右いずれであるかについて更に審理を尽くす必要

がある。そして、かりに相続回復請求権の規定が適用される場合には、訴外Ｆから

被上告人への持分権贈与の事実の有無、及び、右贈与の事実が認められれば被上告

人が受贈者すなわち右訴外人の特定承継人として相続回復請求権の消滅時効を援用

しうるかどうか、の点についても更に審理を尽くす必要がある。

　したがつて、本件は、これを原審に差戻すのが相当である。

　よつて、民訴法四〇七条一項に従い、裁判官横井大三の意見があるほか、裁判官

全員一致の意見で、主文のとおり判決する。

　裁判官横井大三の意見は、次のとおりである。

　私は、本判決の結論において多数意見と同じであるが、上告理由二に関する多数

意見の見解に同調することはできない。私は、最高裁昭和四八年（オ）第八五四号
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同五三年一二月二〇日大法廷判決（民集三二巻九号一六七四頁）の大塚裁判官ほか

五裁判官の意見と同様の理由により、共同相続人相互間における相続持分権侵害の

排除を求める請求については常に民法八八四条の適用がなく、旧民法のもとにおけ

る遺産相続人相互間の相続持分権侵害の排除を求める請求についても右と同様に旧

民法九九三条、九六六条は適用されない、と解するものである。そうすると、被上

告人の相続回復請求権の消滅時効の抗弁は失当であり、訴外Ｆないし被上告人は、

上告人からの相続持分権侵害排除の請求に対し右時効を援用してこれを拒むことが

できないことになる。ただし、本件において、かりに上告人が本件遺産相続開始後

に右訴外人を上告人の家督相続人に指定したとすれば、これによつて上告人は自ら

自己の遺産相続持分権を右訴外人に移転する外観を作り出したものであり、右指定

に無効事由があるとしても、相当年月を経てからその無効を理由として右持分権の

回復を求めることは、信義則に触れることなどもありうると考えられる。本件は、

その点について更に審理を尽くす必要があるから、結局において本件を原審に差し

戻すべきであると考えるものである。

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　環　　　　　　　昌　　　一

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　江　里　口　　　清　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　高　　　辻　　　正　　　己

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　横　　　井　　　大　　　三
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